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平成３０年(2018)　７月１２日

中国電力株式会社
代表取締役　社長執行役員　清水希茂　様
出雲市長　長　岡　秀　人　
（総務部　防災安全課）　　
「島根原子力発電所に係る出雲市民、安来市民及び雲南市民の
安全確保等に関する協定」に基づく意見について

　平成３０年５月２２日に貴社から報告を受けた、島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性審査に関する申請について、「島根原子力発電所に係る出雲市民、安来市民及び雲南市民の安全確保等に関する協定」第５条第２項に基づき、次のとおり意見します。
島根原子力発電所3号機の新規制基準適合性審査に関する申請に係る
出雲市の意見について

　平成３０年５月２２日付で貴社から報告を受けた、島根原子力発電所３号機の新規制基準適合性審査に関する申請については、了解します。
　なお、了解するにあたっては、関係法令等を遵守し、「島根原子力発電所に係る出雲市民、安来市民及び雲南市民の安全確保等に関する協定」に基づく、下記の付帯意見が適切に反映されるよう要請します。
特に、「付帯意見 １」 について、強く要望します。
記
付帯意見

１．早期に立地自治体と同様な安全協定を締結すること。

２．原子力発電所の在り方に関しては、使用済燃料の増加、廃炉後の対応や、再生可能エネルギーの活用等、他のエネルギーシステムの特質も踏まえて、今後も合理的に説明を行うこと。
３．原子力規制委員会における適合性審査の状況については、適宜、市民に対して、わかりやすい言葉で適切に情報提供を行うこと。

４．新たに安全対策等を実施する際には、当該対策の目的と効果、新たに発生するリスクについて、その対応状況を網羅的に分かりやすく説明すること。
５．安全性の担保は、原子力事業に携わる全ての職員が１００パーセント機器を使いこなすことが前提となっているため、重大事故等の対処について、施設、設備を支障なく使いこなせるように人的訓練を十分重ねて、万全の体制を構築すること。尚、訓練に関しては、訓練すべき事項とその訓練の実施に関わる中長期の実施計画を併せて示し、その訓練内容と計画の妥当性を説明すること。
６．地震や津波、テロ及びシビアアクシデント対策について、常に最新の知見・技術を取り入れるとともに、他の電力事業者等と協力・情報共有に努め、適切に周辺自治体及び市民に情報提供すること。また、島根原子力発電所全体の防災・安全対策に反映させること。
７．広域避難計画について、避難や避難所における避難者への支援等、事業者として最大限関与すること。
８．新たな計画・申請（変更を含む）が行われる場合は、周辺自治体への説明はもとより、市民に対しても説明会を行うなど、丁寧な情報提供に努めること。

